
鳥栖市市街化調整区域における地区計画の運用基準 

 

（目的） 

第１条 この運用基準は、本市の市街化調整区域における地区計画制度の運用及び当該地区

計画の原案を作成するための案（以下「地区計画素案」という。）の作成に関し必要な事

項を定めることにより、市街化調整区域における良好な環境の維持及び形成に努めるとと

もに、地域の特性に応じた適正な土地利用の誘導を図ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この運用基準において使用する用語は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号。

以下「法」という。）及び建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）において使用する用

語の例による。 

 （適用範囲） 

第３条 この運用基準は、市街化調整区域において定める地区計画について適用する。 

 （基本方針） 

第４条 市街化調整区域における地区計画は、次の各号に掲げる基本方針に適合しなければ

ならない。 

⑴ 都市計画運用指針、鳥栖基山都市計画区域マスタープラン及び鳥栖市都市計画マスタ

ープラン等との整合が図られていること 

⑵ 市街化を抑制すべき市街化調整区域の性格を逸脱しない範囲で定められ、鳥栖基山都

市計画区域における計画的な市街化に支障を及ぼさないものであること 

⑶ 対象となる区域又はその周辺に、道路、河川、上下水道、公共交通機関等良好な生活

を営む上で必要な施設が配置され、又は配置されることが確実であり、これらの施設に

ついて、行政による新たな施設整備が発生しないこと 

⑷ 周辺用途地域との調整が図られ、良好な都市環境を阻害しないものであること 

 （適用区域の制限） 

第５条 地区計画の区域には、原則として都市計画法施行令（昭和４４年政令第１５８号）

第２９条の９各号に掲げる区域及び次の各号に掲げる区域又は地域を含まないものとす

る。ただし、地区計画の決定の時期までに当該区域又は地域の指定が解除されることが確

実と認められるものや、事業の実施等により災害防止のための具体的な措置が講じられる

ものについては、この限りでない。 

⑴ 農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５８号）第８条第２項第１号に

規定する農用地区域 

⑵ 農地法（昭和２７年法律第２２９号）による農地転用が許可されないと見込まれる農

地  

⑶ 森林法（昭和２６年法律第２４９号）に規定する保安林、保安施設地区、保安林予定

森林及び保安施設地区予定地 

⑷ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律

第５７号）第９条第１項に規定する土砂災害特別警戒区域 



⑸ 自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）第２０条第 1項の規定による特別区域 

⑹ 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）に規定する史跡、名勝又は天然記念物の

指定区域 

⑺ 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第８８号）第

２８条第１項の規定による鳥獣保護区 

⑻ 前各号に掲げる区域及び地域のほか、法令等により規制されている区域で、地区計画

を定めることが適当でないと認められる区域 

 （地区計画の類型） 

第６条 市街化調整区域における地区計画は、法第１２条の５第１項第２号に規定する土地

の区域のいずれかに適合するとともに、次の各号のいずれかに適合するものでなければな

らない。 

⑴ 新幹線駅周辺において、拠点性を活かした広域交流拠点の形成を図る目的で開発行為

を行う場合に定める地区計画（以下、「新幹線駅周辺型地区計画」という。） 

⑵ 高速道路インターチェンジに近接又は隣接する地点において、地理的特性を活かした

工業・流通業務拠点の形成を図る目的で開発行為を行う場合に定める地区計画（以下、

「高速道路インターチェンジ周辺型地区計画」という。） 

⑶ 小学校又は中学校に近接し、かつ、市街化区域に隣接する地点において、公共・公益

性を活かしたゆとりある住環境の形成を図る目的で開発行為を行う場合に定める地区

計画（以下、小中学校周辺型地区計画という。） 

 （区域の設定） 

第７条 地区計画の区域は、原則として、道路、河川若しくは水路その他恒久的な施設又は

地形若しくは地物により明確に区分され、おおむね整形な形状の土地により構成される区

域とする。ただし、これにより難い場合は、敷地境界線等によりできる限り整形となるよ

うに定めるものとする。 

２ 地区計画の区域の設定により、将来利用することが困難な土地を生じさせないようにす

るものとする。 

３ 地区計画の区域の面積は、適正な街区等の形成を図るため、各類型の区域の規模要件に

よるものとする。 

 （対象区域の要件） 

第８条 地区計画の対象となる区域は、第６条に掲げる地区計画の類型に応じて、次の各号

に掲げる要件をすべて満たすものでなければならない。 

⑴ 新幹線駅周辺型地区計画 

 ア 地区計画の区域が、新幹線駅から１キロメートルの範囲内に含まれること 

 イ 地区計画の区域の面積が、１ヘクタール以上であること 

 ウ 地区計画の区域が、幅員９メートル（主として住宅の建築の用に供する目的で行う

開発にあっては、幅員６．５メートル）以上で整備された、又は整備されることが確

実である道路に面していること 

⑵ 高速道路インターチェンジ周辺型地区計画 



 ア 地区計画の区域が、高速道路インターチェンジから１キロメートルの範囲内に含ま

れること 

 イ 地区計画の区域の面積が、５ヘクタール以上であること。ただし、周辺の開発状況

や地形地物の状況から、５ヘクタールを確保することが著しく困難であると認められ

る場合は、開発区域の面積が１ヘクタール以上であること 

 ウ 地区計画の区域が、幅員９メートル以上で整備された、又は整備されることが確実

である道路に面していること 

⑶ 小中学校周辺型地区計画 

 ア 地区計画の区域が、市街化区域又は既に決定された小中学校周辺型地区計画の区域

に接続又は隣接し、かつ、小学校又は中学校から０．５キロメートルの範囲内に含ま

れること 

 イ 地区計画の区域が、新幹線駅周辺型地区計画及び高速道路インターチェンジ周辺型

地区計画の範囲に含まれないこと。ただし、市街化区域及び既存の集落に接続又は隣

接しており、周辺の土地利用の状況等によりやむを得ない場合は、この限りでない。 

 ウ 地区計画の区域の面積が、１ヘクタール以上であること 

 エ 地区計画の区域が、幅員９メートル（主として住宅の建築の用に供する目的で行う

ものにあっては、幅員６．５メートル）以上で整備された、又は整備されることが確

実である道路に面していること 

 （地区計画の内容） 

第９条 地区計画には、法第１２条の４第２項及び法第１２条の５第２項の規定により、次

に掲げる事項を内容として定めるものとする。 

⑴ 地区計画の種類、名称、位置、区域及び区域の面積 

⑵ 地区計画の目標及び地区計画の区域の整備、開発及び保全に関する方針（以下「地区

計画の方針」という。） 

⑶ 区域内の居住者等の利用に供される道路、公園等の施設及び区域内における防災上必

要な機能を確保するための避難施設、避難路、雨水貯留浸透施設等の施設（以下「地区

施設」という。） 

⑷ 建築物等の整備に関する計画（以下「地区整備計画」という。） 

 （地区計画の方針） 

第１０条 地区計画の方針は、当該地区のまちづくりの基本的方向を示す総合的な指針とし

て、次に掲げる事項について定めるものとする。 

⑴ 地区計画の目標 

⑵ 区域の整備、開発及び保全に関する方針 

２ 地区計画の目標は、市街化調整区域の性格及び当該地区の特性を踏まえ、自然環境の保

全、ゆとりある良好な住環境の保全及びまち並みの形成、周辺の景観、営農条件との調和、

地域の活性化などについて、必要な事項を明らかにするものとする。 

３ 区域の整備、開発及び保全に関する方針には、当該地区計画の目標を実現するため、次

に掲げる事項について定めるものとする。 



⑴ 土地利用の方針 

⑵ 地区施設の整備方針 

⑶ 建築物等の整備方針 

 （地区整備計画） 

第１１条 地区整備計画は、地区計画の方針に基づき、当該地区計画の目標を実現するため

必要な事項を定めるものとし、次に掲げる事項のうちから、当該地区の特性に応じて定め

るものとする。 

⑴ 地区施設に関する事項 

ア 道路の配置及び規模 

イ 公園、緑地、広場その他の公共空地の配置及び規模 

ウ 避難施設、避難路、雨水貯留浸透施設の配置及び規模 

⑵ 建築物等に関する事項 

ア 建築物等の用途の制限 

イ 建築物の容積率の最高限度 

ウ 建築物の建ぺい率の最高限度 

エ 建築物の敷地面積の最低限度 

オ 壁面の位置の制限 

カ 壁面後退区域における工作物の設置の制限 

キ 建築物等の高さの最高限度 

ク 建築物の居室の床面の高さの最低限度 

ケ 建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限 

コ 垣又はさくの構造の制限 

⑶ 土地の利用に関する事項 

ア 現存する樹林地、草地等で良好な環境の確保に必要なものの保全を図るための制限 

 （地区施設に関する事項） 

第１２条 地区整備計画に定める地区施設に関する事項については、当該地区計画の目標を

実現するため、市街化調整区域の性質及び第８条に定める地区計画の対象となる区域並び

にその周辺地域の環境を勘案し、周辺の土地利用等に支障がないよう定めるとともに、原

則として新たな行政投資が発生しないこととする。 

２ 地区施設は、地区計画の区域の敷地形成、周辺の道路状況等を勘案し、区画道路及び公

園、緑地、広場その他の公共空地並びに避難施設、避難路、雨水貯留浸透施設を適切に配

置することとし、当該地区施設に関する基準は、次に掲げるもののほか、法第３３条の開

発許可基準に適合するものとする。 

⑴ 地区計画の区域内の道路は、区域内の交通を支障なく処理し、開発に起因し発生する

交通によって区域外の道路の機能が損なわれることのないよう計画するとともに、原則

として袋状にしてはならない。 

⑵ 雨水貯留浸透施設を計画するにあたっては、周辺や下流域への影響を避けるため、開

発後の流出量を開発前の流出量以下となるよう調節すること 



 （建築物等に関する事項） 

第１３条 地区整備計画に定める建築物等に関する事項については、当該地区計画の目標を

実現するため、別表第１に定める地区の類型ごとの基準を標準として定めるほか、第１１

条第２号に掲げる事項のうち、当該地区の特性や土地利用計画に応じて必要な事項を定め

るものとする。 

 （地区計画素案の作成主体） 

第１４条 地区計画素案は、地区計画の対象となる土地（国又は地方公共団体の所有してい

る土地で公共施設の用に供されているものを除く。）の土地の所有権又は建物の所有を目

的とする対抗要件を備えた地上権若しくは賃借権（臨時設備その他一時使用のため設定さ

れたことが明らかなものを除く。）を有する者（以下「関係権利者」という。）が主体とな

り、関係機関と協議のうえ作成するものとする。 

２ 関係権利者等は、必要に応じて地区計画素案の作成を事業者に委任することができる。 

 （住民の合意形成） 

第１５条 地区計画素案の内容に関する住民等の合意形成については、原則として、当該地

区計画の区域内の関係権利者全員の同意を得るものとする。ただし、これにより難い場合

に限り、地区計画素案の内容に対して反対の意思を表示する関係権利者がいないことの確

認をもって代えることができる。 

２ 地区計画素案の作成にあたっては、周辺住民の参加の機会を設け、説明会等を実施し、

住民の意見を地区計画に反映させるよう努めるものとする。 

 （関係機関との協議） 

第１６条 地区計画素案の作成者は、地区計画素案の作成にあたって、農政関係機関及び道

路、公園、排水先河川その他の公共施設の管理者等の関係部署と協議調整を密に行い、そ

の内容の充実に努めることとする。 

 （指導又は助言） 

第１７条 市長は、必要があると認めるときは、地区計画素案の作成者に対して、指導又は

助言することができる。 

 （地区計画の素案の申出） 

第１８条 地区計画素案の作成者は、鳥栖市地区計画等の案の作成手続きに関する条例（平

成６年条例第３２号）の定めるところにより地区計画素案を市長に申し出ることができる。 

 （委任） 

第１９条 この運用基準に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

 （雑則） 

第２０条 この運用基準に関連する計画、鳥栖市都市計画マスタープラン等が改正され、本

基準との整合が図られなくなった場合においては、速やかにこの運用基準を改定するもの

とする。 

   附 則 

この運用基準は、令和５年４月１日から施行する。 

  附 則 



この運用基準は、令和６年３月２１日から施行する。 

  



別表第１（第１３条関係） 

地区計画

の類型 

新幹線駅周辺型地区計

画 

高速道路インターチェ

ンジ周辺型地区計画 

小中学校周辺型地区計

画 

建築物等

の用途 

住居系の用途地域に隣

接する区域については、

次に掲げる建築物を基

本とし、地域の実情に応

じて必要最小限の用途

を定める。 

・戸建住宅、兼用住宅 

・保育所、学校、社会福

祉施設、診療所、病院

等 

・事務所、店舗等で床面

積が３，０００平方メ

ートル以下のもの 

・その他公益上必要な建

築物等 

 

商業系の用途地域に隣

接する区域ついては、次

に掲げる建築物を基本

とし、地域の実情に応じ

て必要最小限の用途を

定める。 

・戸建住宅、兼用住宅、 

共同住宅 

・保育所、学校、社会福

祉施設、診療所、病院

等 

・事務所、店舗等 

・ホテル、旅館 

・その他公益上必要な建

築物等 

 

工業系の用途地域に隣

接する区域については、

次に掲げる建築物を基

地域の実情に応じて必

要最小限の用途を定め

る。 

・工場、研究所及びこれ

に付帯する施設 

・流通業務施設である事

務所、車庫、倉庫及びこ

れに付帯する施設 

・地区内の従業者が利用

する店舗（第一種中高層

住居専用地域において

建築することができる

もの）。 

地域の実情に応じて必

要最小限の用途を定め

る。 

・戸建住宅、兼用住宅 

・保育所、学校、社会福

祉施設、診療所、病院

等 

・事務所、店舗等で床面

積が３，０００平方メ

ートル以下のもの 

・その他公益上必要な

建築物等 

 



本とし、地域の実情に応

じて必要最小限の用途

を定める。 

・工場、研究所及びこれ

に付帯する施設 

・流通業務施設である事

務所、車庫、倉庫及びこ

れに付帯する施設 

・地区内の従業者が利用

する店舗（第一種中高層

住居専用地域において

建築することができる

もの）。 

 

容積率の

最高限度 

２００パーセント ２００パーセント ２００パーセント 

建ぺい率

の最高限

度 

６０パーセント ６０パーセント ６０パーセント 

敷地面積

の最低限

度 

２００平方メートル ３，０００平方メートル ２００平方メートル 

壁面後退

区域にお

ける工作

物の設置

の制限 

歩行者の通行確保等に

配慮され、周辺の環境及

び景観との調和が図ら

れるよう定める。 

 

歩行者の通行確保等に

配慮され、周辺の環境及

び景観との調和が図ら

れるよう定める。 

 

歩行者の通行確保等に

配慮され、周辺の環境及

び景観との調和が図ら

れるよう定める。 

 

建築物等

の高さの

最高限度 

地域の実情及び誘導す

べき土地利用並びに予

定建築物に応じて、適切

に定める。 

 

地域の実情及び誘導す

べき土地利用並びに予

定建築物に応じて、適切

に定める。 

 

地域の実情及び誘導す

べき土地利用並びに予

定建築物に応じて、適切

に定める。 

 

建築物の

居室の床

面の高さ

の最低限

度 

地域の実情及び誘導す

べき土地利用並びに予

定建築物に応じて、適切

に定める。 

 

地域の実情及び誘導す

べき土地利用並びに予

定建築物に応じて、適切

に定める。 

 

地域の実情及び誘導す

べき土地利用並びに予

定建築物に応じて、適切

に定める。 

 

壁面の位 道路境界から１．５メー 道路境界から２メート 道路境界から１．５メー



置の制限 トル以上、隣地境界から

１メートル以上 

 

ル以上、隣地境界から１

メートル以上 

トル以上、隣地境界から

１メートル以上 

建築物等

の形態・

色彩・意

匠の制限 

色は刺激的な色を避け、

周辺環境と調和のとれ

た落ち着きのある色調

とするよう定める。 

 

色は刺激的な色を避け、

周辺環境と調和のとれ

た落ち着きのある色調

とするよう定める。 

 

色は刺激的な色を避け、

周辺環境と調和のとれ

た落ち着きのある色調

とするよう定める。 

 

垣又はさ

くの構造

の制限 

緑地の現況、地区の特性

等を考慮し、原則として

生垣とする等、周辺の環

境及び景観との調和が

図られるよう定める。 

 

緑地の現況、地区の特性

等を考慮し、原則として

生垣とする等、周辺の環

境及び景観との調和が

図られるよう定める。 

 

緑地の現況、地区の特性

等を考慮し、原則として

生垣とする等、周辺の環

境及び景観との調和が

図られるよう定める。 

 

 

 


